
「最適利用」答申のフォローアップ
（不動産の寄附）

資料４

令和５年５月１７日
財 務 省 理 財 局



「最適利用」答申のフォローアップ

提⾔ 対応状況

（引き取り⼿のない不動産の発⽣の抑制に向けた対応）
不動産の寄附

 引き取り⼿のない不動産に関する問題への当⾯の対
応として、⼀定の資産価値があり、売却が容易である
とともに、適切な管理が⾏われている⼟地について、
寄附を可能とする。

 所有者不明⼟地等に関する政府全体の対応に合
わせ、相続⼟地国庫帰属制度の承認申請に係る⼟
地を対象に寄附受けを検討することとし、国に
とって総合的に有益であると⾒込まれる財産につ
いて普通財産としての寄附受けを可能とした。
※令和５年４⽉に通達制定済
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 不動産の寄附については、所有者不明⼟地等に
関する政府全体の検討とあわせて、引き続き検討。

＜これまでの国有財産分科会への報告＞

＜取組み内容＞



所有者不明土地等問題 対策推進の工程表
所有者不明土地等対策の推進のための
関係閣僚会議 令和5年2月27日資料
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相続土地国庫帰属制度（概要） 法務省資料
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相続土地国庫帰属制度（土地の要件）
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法務省資料
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不動産の寄附に係る取組みについて①

取組み内容 答申の概要

＜基本方針＞

・寄附受けについては、政府による所有者不明土地の発生

抑制策である相続土地国庫帰属制度への影響を考慮する

とともに、国にとって有益な財産について、国の取得を可

能とし、かつ、国に譲渡したいとする承認申請者の意思を

尊重する観点から、同制度の運用において寄附受けの要

望確認に対応するため、同制度の承認申請に係る土地を

対象に検討を行い、普通財産としての寄附受けを可能とし

た。

・寄附受けは、当事者間の合意に基づく契約により行うもの

であり、寄附受けの可否については、所在地、形状、周辺

環境等個々の財産の状況に照らして、財務局が個別に判

断を行うこととした。

※相続土地国庫帰属制度の創設に伴う体制整備として、

財務局定員を確保している。

令和３年度 ： １０名

令和４年度 ： ２８名

令和５年度 ： ３５名

・引き取り手のない不動産に関する問題への国有財産行政

としての対応については、政府全体の検討と歩調を合わせ

て検討が進められるべきものである。

・国有財産行政における対応としては、行政目的のない不

動産について寄附を受けていくことが考えられる。

※これまでは、管理コストの増大などが懸念されるため、

普通財産としての寄附は受け付けていなかった。

・寄附を受けるにあたっては、相当数の問い合わせが予想さ

れるとともに、土地の現地確認などの作業も必要となること

から、円滑な業務の遂行を可能とするための体制整備を

進めていかなくてはならない点にも留意が必要である。
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不動産の寄附に係る取組みについて②

取組み内容 答申の概要

＜対象財産＞

・国にとって総合的に有益である(国にとってのメリットが、デ

メリットを明らかに上回るとともに、国庫帰属制度の負担金

額を優に上回る)と見込まれる財産

【メリット】

寄附受けの条件①及び②のいずれかに該当する土地の

寄附受けによって、資産価値が増加すること

＜寄附受けの条件＞

① 土地の状況や周辺環境等に照らし、売却等ができる

蓋然性が高いと見込まれること

② 財務省所管普通財産に隣接する土地で、国有地の

資産価値の増加に寄与すると見込まれること

【デメリット】

管理又は処分をするに当たり費用又は労力を要すること

・寄附を受けた不動産は、普通財産として売却などを行うべ

きものとなる点に留意する必要があり、国民全体の負担と

なる管理コストの増大防止や所有者が土地の適切な管理

を怠るといったモラルハザードの防止といった点を考慮す

れば、寄附を受けることが可能な財産については一定の要

件を設ける必要がある。

・国が普通財産として寄附を受ける財産としては、一定の資

産価値があり、管理コストの増大防止の観点から売却等が

容易な不動産であるとともに、モラルハザード防止の観点

から適切な管理が行われているものである必要がある。

＜透明性確保＞

・寄附を受けた土地について、所在地、面積、契約年月日、

寄附受けの理由等を財務局のホームページにおいて公表

・透明性確保の観点から、寄附を受けた土地について、財

務局のホームページにおいて公表すべきである。
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（参考）令和元年６月１４日財政制度等審議会国有財産分科会の答申【抜粋】

今後の国有財産の管理処分のあり方について－国有財産の最適利用に向けて－

（令和元年６月１４日財政制度等審議会）【抄】

１．普通財産に関する課題

（２）引き取り手のない不動産に関する問題への対応

引き取り手のない不動産に関する問題への国有財産行政としての対応については、政府全体の検討と歩調を合わせて検討が進

められるべきものである。他方で、人口減少や少子高齢化に伴い不動産の需要が弱まる中で、財産的価値の乏しい不動産のみが、

選択的、かつ、安易に手放されるような形で所有権放棄等が認められる場合には、管理コストが国に転嫁され、国民負担につながる

とともに、不動産の所有者がいざとなれば所有権を放棄すればよいと考え、かえって不動産の管理が適切に行われなくなるといった

モラルハザードが生じるおそれもある。

このため、所有権放棄等の検討にあたっては、国民負担やモラルハザードの観点から十分な検討が行われる必要がある。

引き取り手がなくなるおそれのある不動産が国有財産となる場合としては、政府全体で検討が進められている所有権放棄等以外

にも、寄附や相続人不存在の場合における清算後の残余財産の国庫帰属が考えられるが、現状では、国への寄附の取扱いが限定

的であることなどから、こうした場合に、国有財産行政としてどのように対応していくのかが当面の検討課題となっている。

２．普通財産の管理処分に係る見直し内容

（２）引き取り手のない不動産の発生の抑制に向けた対応

① 不動産の寄附

不動産の国への寄附については、これまで、行政目的のある不動産に限って僅かながらではあるが応じた実績がある。

しかし、所有者不明の土地など引き取り手のない不動産に関する問題が顕在化している中、国有財産行政における対応としては、

行政目的のない不動産について寄附を受けていくことが考えられる。
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（続き）

ただし、寄附を受けた不動産は、普通財産として売却などを行うべきものとなる点に留意する必要があり、国民全体の負担となる

管理コストの増大防止や所有者が土地の適切な管理を怠るといったモラルハザードの防止といった点を考慮すれば、寄附を受ける

ことが可能な財産については一定の要件を設ける必要がある。

こうした点を踏まえれば、国が普通財産として寄附を受ける財産としては、一定の資産価値があり、管理コストの増大防止の観点

から売却等が容易な不動産であるとともに、モラルハザード防止の観点から適切な管理が行われているものである必要がある。

具体的には、以下の条件を満たすような土地を寄附の対象とすることが考えられる。

（ⅰ）ａ 相続税の物納の要件を満たすもの（管理処分不適当財産、物納劣後財産に該当しない不動産）であって、建物（管理コストの

増大が懸念される）や、地区計画等による建築物の敷地面積の最低限度を下回る土地（処分が容易でないと懸念される）でな

いなど、売却等の容易性を確保するための追加条件を満たすもの

ｂ 樹木等の越境がないことや所有権に関する登記を了するなど適切な管理がなされていること

ｃ 崖上や崖下に所在する場合や事故などの事情により正常な取引が行われない不動産に隣接する場合など周辺環境に問題が

あるものでないことさらに、これらの基本的な要件に加え、周辺環境や国有地へのメリットを考慮して、以下のような土地も対

象に加えることが考えられる。

（ⅱ）寄附時には（ⅰ）の要件を満たさないが、都市計画道路の実現等によって将来的に要件を満たすことが確実に見込まれ、かつ、

国の保有により地域防災に資するなど周辺地域への社会的メリットがある土地

（ⅲ）国有地に隣接する土地の場合には、国有地と一体のものとして判断して、管理処分に支障がない土地

このような寄附の要件に該当するかどうかの判定について統一性をもたせるため、当面は財務省本省で審査を行うこととした上で、

透明性確保の観点から、寄附を受けた土地について、国有財産地方審議会に報告するとともに、財務局のホームページにおいて公

表すべきである。

なお、寄附を受けるにあたっては、相当数の問い合わせが予想されるとともに、土地の現地確認などの作業も必要となることから、

円滑な業務の遂行を可能とするための体制整備を進めていかなくてはならない点にも留意が必要である。




